
 

生命保険契約者保護機構について 

 

●当社は、「生命保険契約者保護機構」（以下、「保護機構」といいます。）に加入しております。保護機

構の概要は、以下のとおりです。 

 

・保護機構は、保険業法に基づき設立された法人であり、保護機構の会員である生命保険会社が破綻

に陥った場合、生命保険に係る保険契約者等のための相互援助制度として、当該破綻保険会社に係

る保険契約の移転等における資金援助、承継保険会社の経営管理、保険契約の引受け、補償対象保

険金の支払に係る資金援助および保険金請求権等の買取りを行う等により、保険契約者等の保護を

図り、もって生命保険業に対する信頼性を維持することを目的としています。 

 

・保険契約上、年齢や健康状態によっては契約していた破綻保険会社と同様の条件で新たに加入する

ことが困難になることもあるため、保険会社が破綻した場合には、保護機構が保険契約の移転等に際

して資金援助等の支援を行い、加入している保険契約の継続を図ることにしています。 

 

・保険契約の移転等における補償対象契約は、運用実績連動型保険契約の特定特別勘定(※1)に係る

部分を除いた国内における元受保険契約で、その補償限度は、高予定利率契約(※2)を除き、責任準

備金等(※3)の９０％とすることが、保険業法等で定められています。（保険金・年金等の９０％が補償さ

れるものではありません。） 

 

・なお、保険契約の移転等の際には、責任準備金等の削減に加え、保険契約を引き続き適正・安全に

維持するために、契約条件の算定基礎となる基礎率（予定利率・予定死亡率・予定事業費率等）の変

更が行われる可能性があり、これに伴い、保険金額・年金額等が減少することがあります。あわせて、

早期解約控除制度（保険集団を維持し、保険契約の継続を図るために、通常の解約控除と別に、一定

期間特別な解約控除を行う制度）が設けられる可能性もあります。 

 

※１ 特別勘定を設置しなければならない保険契約のうち最低保証（死亡保険金保証、最低年金原資

保証等）のない保険契約に係る特別勘定を指します。更正手続においては、当該部分についての責任

準備金を削減しない更正計画を作成することが可能です。（実際に削減しないか否かは、個別の更正

手続の中で確定することとなります）。 

 

※２ 破綻時に過去５年間で常に予定利率が基準利率(注 1)を超えていた契約を指します。当該契約に

ついては、責任準備金等の補償限度が以下のとおりとなります。ただし、破綻会社に対して資金援助が

なかった場合の弁済率が下限となります。 

高予定利率契約の補償率＝90％－｛（過去 5年間における各年の予定利率－基準利率）の総和÷2｝ 

(注１) 基準利率は、生保各社の過去５年間の平均運用利回りを基準に、金融庁長官および財務大臣

が定めることとなっております。現在の基準利率は、３％となっています。 



（注２） １つの保険契約において、主契約・特約の予定利率が異なる場合、主契約・特約を予定利率が

異なるごとに独立した保険契約とみなして、高予定利率契約に該当するか否かを判断することになりま

す。また、企業保険等において被保険者が保険料を拠出している場合で被保険者毎に予定利率が異

なる場合には、被保険者毎に独立の保険契約が締結されているものとみなして高予定利率契約に該

当するか否かの判断をすることになります。ただし、確定拠出年金保険契約については、被保険者が保

険料を拠出しているか否かにかかわらず、被保険者毎に高予定利率契約に該当するか否かを判断す

ることになります。 

 

※３ 責任準備金等とは、将来の保険金・年金・給付金の支払に備え、保険料や運用収益などを財源と

して積立てている準備金等をいいます。 

 

【仕組みの概略図】

○救済保険会社が現れた場合

 補償対象保険金支払に 　負担金の拠出
 係る資金援助

保険契約の全部・一部の移転 　　　　　　 資金貸出
合併、株式取得 　　　　　　　　 資金援助

補償対象保険金の支払
（注2） 保険金請求権等の買取り

（注2）

　　   　　　　　　　財政措置（注1）
　　　保険金等の支払

○救済保険会社が現れない場合

 補償対象保険金支払に
 係る資金援助 　負担金の拠出

　保険契約の引受け

保険契約の承継
　　　　　　 資金貸出

補償対象保険金の支払

（注2) 保険金請求権等の買取り

（注2）

　　    　　　　　　　財政措置（注1）
　　　保険金等の支払

（注1）上記の「財政措置」は、平成21年（2009年）３月末までに生命保険会社が破綻した場合に対応する措置で、会員保険会社の拠出によ

　　　だけで資金援助等の対応ができない場合に、国会審議を経て補助金が認められた際に行なわれるものです。

（注2）破綻処理中の保険事故に基づく補償対象契約の保険金等の支払、保護機構が補償対象契約に係る保険金請求権等を買い取ること

　　　ます。この場合における支払率および買取率については、責任準備金等の補償限度と同率となります。（高予定利率契約については、

     ※2に記載の率となります。）

◇補償対象契約の範囲・補償対象契約の補償限度等を含め、本掲載内容は全て現在の法令に基づいたものであり、今後、法令の改正

　変更される可能性があります。

・生命保険会社が破綻した場合の保険契約の取扱いに関するお問い合わせ先

　生命保険契約者保護機構　TEL　０３－３２８６－２８２０

　　　　 ホームページアドレス　 http://www.seihohogo.jp/　　

　　保　護　機　構

承継保険会社

破 綻 保 険 会 社

破 綻 保 険 会 社

保 険 契 約 者 等

保 険 契 約 者 等

保 護 機 構

救 済 保 険 会 社

会 員 保 険 会 社

民間金融機関等

国

会 員 保 険 会 社

民間金融機関等

国


